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（単位：百万円）

22年度17年度15年度14年度13年度区 分 対１３年比

△15.4%671722743758793町 税歳

入

（

収

入

）

△18.1%2,8913,0593,0663,2793,528地 方 交 付 税

△26.6%201224235242274そ の 他 一 般 財 源

△25.9%452561688524610国 ・ 道 支 出 金

△ 8.1%7417248981,200806地 方 債 （ 借 金 ）

△60.3%380380385762957そ の 他

△23.4%5,3365,6706,0156,7656,968計

△ 9.1%1,3221,3581,4461,4491,455人 件 費 （ 給 与 費 等 ）歳

出

（

支

出

）

49.0%231181164156155扶 助 費 （ 医 療 費 等 ）

△15.8%9281,1021,1791,2171,102公 債 費 （ 借 金 返 済 ）

2.7%766766766766746物 件 費

8.6%126126126126116維 持 補 修 費

49.2%1,4531,2461,0511,051974他 会 計 へ の 繰 出 金

△72.7%4011,0001,3591,2991,467普 通 建 設 事 業 費

△51.5%410410410508846そ の 他

△17.8%5,6376,1896,5016,5726,861計

‐△ 301△ 519△ 486193107
単 年 度 収 支 額
（ 歳 入 － 歳 出 ）

‐△2,437△1,209△ 186300107累 積 収 支 額
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　羽幌町のしごとに必要なお金のうち、町が自分の努力で確羽幌町のしごとに必要なお金のうち、町が自分の努力で確
保できるのは、税金などほんの一部に限られ、収入全体の約保できるのは、税金などほんの一部に限られ、収入全体の約
７０％程は、色々な形で国や道から支出されるお金であります。７０％程は、色々な形で国や道から支出されるお金であります。
したがって、町の財政は、国などが地方にどの程度お金を支　したがって、町の財政は、国などが地方にどの程度お金を支
出（交付）するかによって大幅に左右されることになります。出（交付）するかによって大幅に左右されることになります。
今、国の財政も大変で、これから国が地方へどのようにお金　今、国の財政も大変で、これから国が地方へどのようにお金
を交付するか、わからない状況でありますが、留萌管内市町村を交付するか、わからない状況でありますが、留萌管内市町村
が共通の仮定条件により、羽幌町のが共通の仮定条件により、羽幌町の５年～７５年～７年後の財政状況年後の財政状況
を予想してみましたのでお知らせします。を予想してみましたのでお知らせします。

（単位：億）
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基金残額基金積み立ての目的（概略）基　　金　　名

315災害復旧、大規模建設事業その他財政運営のお金が不足したときに

備えるため

財 政 調 整 基 金

456備 荒 資 金 組 合 積 立 金

859借金の返済にあてるため減 債 基 金

230役場庁舎改修、公共施設等の下水道処理設備整備費にあてるため役 場 庁 舎 等 整 備 基 金

388観光施設、体育施設、市街地活性化事業等の整備費にあてるためま ち づ く り 事 業 基 金

184福祉、健康等の事業費にあてるため地 域 福 祉 基 金

245バス輸送費用等にあてるため交 通 対 策 事 業 基 金

48魅力あるまちづくりの推進、人材育成を図る費用にあてるため人 づ く り 事 業 基 金

5オロロン鳥保護費用にあてるためオ ロ ロ ン 鳥 保 護 基 金

134老人ホーム整備費用にあてるため老 人 ホ ー ム 整 備 基 金

9介護保険の円滑運営にあてるため介護給付費等準備基金

317国民健康保険の保険給付が不足した時にあてるため国民健康保険支払準備基金

3,190計

�基金（貯金）残高は、１４年度末で３１億9,000万円となっていますが、国からの交付金の減、過去の借金返
済などから「貯金」は毎年度、払出し（取崩し）が必要となり、貯金の残額は毎年度減少するものと考
えています。
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今後の財政調整、事業実施などを容易にするため、それぞれ目的を持ち、基金という
「貯金」をしてきており、残高状況は次の表のとおりです。 （単位：百万円）

�
　

年
度
、　

年
度
は
基
金

１３

１４

（
貯
金
）
を
使
う
な
ど
、
バ
ラ
ン

ス
を
と
っ
て
い
る
の
で
、
黒
字

と
な
っ
て
い
ま
す
。

�
　

年
度
以
後
は
、「
町
の
税

１５
金
」
や
「
国
や
道
か
ら
の
お
金
」

が
減
る
こ
と
や
、
ま
た
貯
金
は

無
い
も
の
と
し
て
計
算
し
て
い

る
た
め
、
収
支
は
赤
字
の
見
込

み
と
な
り
ま
す
。

�
　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の

１３

２２

合
計
し
た
収
支
で
は
、　

億
円

２４

を
こ
え
る
赤
字
見
込
み
と
な
っ

て
お
り
、
そ
の
主
な
理
由
は
、

国
か
ら
支
出
さ
れ
る
「
地
方
交

付
税
」
の
減
額
に
あ
り
ま
す
。
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①
収
入
の
減
少
に
応
じ
、「
身

の
丈
に
あ
っ
た
財
政
規
模
」
に

す
る
た
め
、
経
費
を
再
点
検
し
、

住
民
の
理
解
を
得
な
が
ら
、
経

費
を
切
り
つ
め
徹
底
し
た
節
約

を
す
る
。

②
過
去
の
事
業
に
よ
る
借
金
返

済
や
今
後
の
事
業
に
あ
て
る
た

め
、
積
立
て
し
て
い
た
貯
金

（
基
金
）を
慎
重
な
計
画
の
も
と

に
、
払
出
し（
取
崩
し
）を
行
う
。

③
国
に
頼
る
部
分
を
減
ら
す
た

め
、
各
種
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
手

数
料
、
使
用
料
な
ど
の
点
検
や

見
直
し
を
行
う
。

　　　

支
出
推
計
の
中
で
、「
天
売

小
中
学
校
改
築
」・「
中
心
市
街

地
開
発
」・「
サ
ン
セ
ッ
ト
プ
ラ

ザ
改
修
」・「
公
営
住
宅
建
設
」・

「
港
湾
整
備
」・「
老
人
ホ
ー
ム
改

築
」・「
ケ
ア
ハ
ウ
ス
建
設
」
な

ど
大
型
の
事
業
は
概
算
に
よ
り

計
算
さ
れ
て
い
ま
す
。

�
普
通
建
設
事
業
費
は
、　

年
２２

度
で　

％
の
減
と
な
っ
て
い
ま

７２

す
が
、
逆
に
こ
の
額
程
度
の
事

業
規
模
に
な
ら
ざ
る
を
得
な
い

か
も
知
れ
な
い
と
い
う
推
計
で

す
。

�
扶
助
費
（
医
療
費
な
ど
）、
他

会
計
繰
出
金
な
ど
が
、　

年
度

２２

で　

％
増
え
て
い
る
の
は
、
高

５０
齢
化
に
よ
る
医
療
費
の
増
、
下

水
道
、
ご
み
処
理
費
用
の
増
な

ど
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
の
推
計
は
、
今
後
、
国
が

地
方
へ
の
「
お
金
」
の
配
分
を

ど
う
考
え
る
か
に
よ
り
、
大
き

く
変
化
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
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①新たな法律を制定し、一定期間自主的な合併を進めます。財政支援措置はとりません。

②現行の合併特例法は延長しないことを前提に、平成１７年３月３１日までに市町村の議会の議決を経て、

　都道府県知事への合併の申請を終えたものは、合併特例法の財政支援を引き続き適用する経過規定

　を置きます。

③都道府県が必要に応じ合併構想を策定し、「勧告」や「あっせん」などにより自主的な合併を進め

　ます。
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①新自治体内に、旧市町村を単位として地域共同的な事務を処理するため、「地域自治組織」を設け 

　ることができる制度を創設します。（※組織に旧市町村の合併前の名前を残すことも可能です。）

②地理的、財政的条件などで合併できなかった市町村は？・・・

　平成１７年４月以降は、一定期間後地域自治組織となることを市町村自ら都道府県に申請し、都道府

　県知事が、関係市町村の意見を聴き、都道府県議会の議決を経て、編入先の地域自治組織になるこ

　とを決定できる仕組を検討します。

広域な都道府県に対し、住民に最も身近な行政を担う
市町村を指し、十分な権限と財政基盤を持ち、高度な
事務に対処できる地方行政組織のことです。

「������」
平成１７年３月３１日「��������」
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　上記の過程を経た後も、合併できない市町村は？

　組織機構を簡略化し、事務は・・・

・基礎的自治体は、法令上義務付けられた事務を一部のみ処理します。

・都道府県にそれ以外の事務処理を義務付ける「特例的団体制度」を検討します。
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